
 

ＮＣＢリサーチ＆コンサルティング会員規約 

 

 

第１章 総則 

第１条（会員規約の適用） 

 この規約は、㈱ＮＣＢリサーチ＆コンサルティング(以下「弊社」という。)と会員との間

の会員契約に適用するものとします。 

 なお、会員が第 3条 2.および 3.記載のサービスを利用する場合は、「Big Advance 会員規

約」が適用されるものとします。 

   

第２条（会員規約の変更） 

弊社は、法令の定めに従い、会員の利益のために必要と認められるとき、または、その他

相当の事由がある場合で、会員の契約目的に反せず、かつ変更の必要性、変更後の内容の相

当性、その他変更にかかる事情に照らして合理的な内容であるときに、本規約を変更できる

ものとします。 

会員規約の変更は、弊社がホームページに掲載した時点でその効力を発するものとしま

す。 

 

第２章 会員サービス内容 

第３条（提供する情報・内容） 

弊社が会員に対して提供するサービス(一部有料)は以下の通りとします。なお、サービス

の内容については会員の承諾を得ることなく、追加・変更・削除することがあります。 

１． 弊社が顧客に提供する以下のサービス 

A. 弊社ホームページの会員専用ページでの情報提供サービス 

B. 経営一般、法律、税務、人事・賃金等に関する経営相談 

C. 経済、金融、地域動向等情報の提供 

D. 弊社主催の各種セミナーの受講料の割引 

E. 信用調査の特別割引価格での斡旋 

F. 企業研修会や講演会への講師派遣 

G. 各種通信教育講座の特別割引価格での斡旋 

H. 経営や社員教育に役立つＤＶＤの無料貸出 

I. 貸会議室利用の会員特別価格適用 

J. 経営情報誌「飛翔」の無料送付 

K. 「飛翔」同封サービス(ビジネス情報便)の利用 

L. 団体損害保険の案内 （弊社はこの案内のため会員契約情報を取扱代理店西日

本ユウコー商事㈱と共同利用できるものとします。） 

2. 弊社が株式会社西日本シティ銀行（以下、「西日本シティ銀行」という。）および株式

会社ココペリ（以下、「ココペリ社」という。）と協働で提供するサービス 

・ホームページ「西日本 FH Big Advance」において提供する全てのサービス 



3. 弊社が株式会社長崎銀行（以下、「長崎銀行」という。）、西日本シティ銀行およびコ

コペリ社と協働で提供するサービス 

・ホームページ「長崎 Big Advance」において提供する全てのサービス 

 

第４条（設備等） 

会員は、弊社が提供する情報サービスを受ける為の各種設備機器類(パソコン等)の設置、

稼動動作確認、弊社への接続回線の確保および接続作業などについては、すべて会員の責任

と負担で行うものします。 

回線使用料、通信料、通信機器等利用等に関する一切の費用についても全て会員の負担と

します。 

 

第３章 入会 

第５条（入会の承認） 

弊社は、この会員規約を承認して、弊社、西日本シティ銀行、長崎銀行のいずれかに入会

の申込みをした法人（団体を含む。以下同じ。）・個人に対して、必要な手続きを経た後に入

会を承認するものとします。 

 弊社が入会の承認をした者に対しては、会員番号およびパスワードを発行するものとし

ます。 

 

第６条（入会の拒絶） 

会員になろうとする者が、次の各号に一つでも該当する場合には、弊社は当該申し込みを

承諾しないことがあります。また、更新についても同様とします。 

１.申込者が虚偽の事実を申告したとき 

２.申込者がサービスの利用料金等の支払いを怠る恐れがあることが明らかなとき 

３.申込者が過去に契約違反によりサービスの契約を解除されたとき 

４.申込者（法人の場合は、代表者、役職員又は実質的に経営を支配する者）が、暴力団、

暴力団員、暴力団員でなくなった時から５年を経過しない者、暴力団準構成員、暴力

団関係企業、総会屋等、社会運動等標ぼうゴロまたは特殊知能暴力集団等、その他こ

れらに順ずる者（以下これらを「暴力団員等」という。）に該当し、または次のいず

れかに該当することが判明した場合 

Ａ．暴力団員等が経営を支配していると認められる関係を有すること 

Ｂ．暴力団員等が経営に実質的に関与していると認められる関係を有すること 

Ｃ．自己、自社もしくは第三者の不正の利益を図る目的または第三者に損害を加える

目的をもってするなど、不当に暴力団員等を利用していると認められる関係を有す

ること 

Ｄ．暴力団員等に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関与をしてい

ると認められる関係を有すること 

Ｅ．役員または経営に実質的に関与している者が暴力団員等と社会的に非難される

べき関係を有すること 

５.申込者（法人の場合は、代表者、役職員又は実質的に経営を支配する者）が、前項以



外で以下の行為を行う者 

Ａ．暴力的な要求行為 

Ｂ．法的な責任を超えた不当な要求行為 

Ｃ．取引に関して、脅迫的な言動をし、または暴力を用いる行為 

Ｄ．風説を流布し、偽計を用いまたは威力を用いて弊社の信用を毀損し、または弊社

の業務を妨害する行為 

Ｅ．その他前各号に準ずる行為 

６.その他弊社が会員として不適当等と判断したとき 

 

第７条（有効期間） 

会員資格の有効期間（以下「会員期間」という）は、所定の入会申込書の提出および次条

に定める年会費の払い込みが完了した日からその日が属する月の１日から１年間経過した

日までとします。 

ただし、当該申込書の提出があった日から年会費の払い込みを完了する日までの期間(入

会申込書を弊社が受付けた日の属する月の翌月を限度とする。）は会員資格を有しないが、

本規約第３条に規定するサービスを受けることができるものとします。 

また、退会の申し出がない限り、会員期間は１年毎の自動更新されるものとします。 

 

第４章 会費、利用料金 

第８条（年会費） 

会員は、弊社に対し、弊社が定める年会費を弊社が承認した方法により支払うものとしま

す。 

年会費は、(ⅰ)会員の入会申込時における住所（個人事業者の場合は入会申込書記載の事

業所の所在地、法人の場合は入会申込書記載の本店または支店その他事業所の所在地）、

(ⅱ)年会費振替預金口座を有する西日本シティ銀行または長崎銀行の本支店所在地のいず

れかが福岡県外にある場合は、20,000 円（消費税別）とし、その他の場合は 30,000 円（消

費税別）とします。 

 なお、弊社は経済情勢等により年会費の額を変更できるものとし、この場合は、会員に

対し会員期間の最終月（以下「満期月」という。）の前月までに書面により通知するものと

します。 

 

第９条（年会費の納入方法） 

原則として、会員が指定した西日本シティ銀行・長崎銀行本支店の預金口座から自動振替

により、入会月の翌月の２４日（銀行休業日は翌営業日）に年会費を納入するものとします。 

また、会員期間を更新した場合、年会費の納入も前年に準ずるものとします。ただし、年

会費を口座振替にて納入しない場合の２年目以降の納入は、満期月の翌月１０日（銀行休業

日は翌営業日）までとします。 

 

第１０条（更新および年会費案内） 

弊社は、退会の申し出のない会員に対し、満期月に更新および次年度の年会費支払のご案



内を、書面にて通知するものとします。 

 

第１１条（有料サービスの利用料金） 

会員が弊社に対して有料のサービスを申し込んだ場合については、発生の都度弊社の指

定する銀行預金口座に弊社が定める条件に従って料金を振り込むものとします。 

 

第５章 会員の義務 

第１２条（会員番号等の管理責任） 

会員には弊社から会員番号およびパスワードが貸与されます。この会員番号等は当該会

員が有効期間の間、弊社からのサービスの提供を受ける際常時必要となります。したがって、

会員は貸与された会員番号等について自己の責任で管理するものとし、第三者に貸与、譲渡、

事実上利用させる行為、あるいは担保に提供する事などは行うことができません。 

また、会員番号およびパスワードの管理不十分、使用上の過誤、第三者の使用などによる

損害の責任は会員が負うものとし、弊社は責任を負いません。 

 

第１３条（変更の届出） 

会員は、住所や代表者など弊社に入会時に届け出た事項について変更が生じた場合、速や

かに所定の変更届けを提出するものとします。会員が届出を怠ったために、郵便物の不到着

などサービスの一部が利用できなくなった場合には、その責めは会員に帰します。 

 

第１４条（禁止事項） 

会員がサービスを利用するにあたり、次の各号に該当する行為を行ってはなりません。 

１.弊社のシステムに損害を与える行為 

２.弊社のサービスの利用を通じて知り得た情報を弊社の承諾なくして第三者に漏らす

などサービスの趣旨に反する行為 

３.著作権その他知的財産権を侵害する行為 

４.会員の運営その他弊社の業務を妨げる行為 

５.その他、法令に違反する行為 

 

第６章 退会および会員資格の取消 

第１５条（退会） 

会員は退会の申出をすることにより、常時退会できるものとします。 

会員が期間中途で退会する場合、会員期間の残余月数分の年会費は返還しません。また、

２年目以降の会費について満期月を含めた３ヶ月目の末日までに納入されない場合には、

退会の意思表示があったものとみなし、その末日をもって強制的に退会扱いとします。この

場合、当該会員に対して書面によりその旨を通知するものとします。ただし、経過した月数

分の会費は請求いたしません。 

 

第１６条（会員資格の取消） 

会員が、次の各号の一つにでも該当する場合には、弊社はその会員資格を会員に事前に通



知や催告をすることなく、一時停止または取り消すことができるものとします。 

１.会員番号およびパスワードを不正に使用した場合 

２.会費または有料サービスの利用料金を滞納した場合 

３.入会申し込みにあたり虚偽の事項を弊社に届け出たことが判明した場合 

４.第６条第４号および第５号に該当することが判明した場合 

５.廃業または破産等法的整理をした場合 

６.その他本会員規約に違反した場合 

 

第７章 運営 

第１７条（サービス提供の中断） 

弊社は、次の各号に該当するときは、会員に事前に連絡することなく、一時的にサービス

の提供を中断することがあります。 

１.サービスの提供に用いるシステムの保守、点検、改修等を定期的に、又は緊急に行う

場合 

２.天災、火災、停電などの事態によりサービスの提供が出来なくなった場合 

３.その他業務上やむを得ない場合 

 

第８章 雑則 

第１８条（免責） 

弊社は、会員がサービスの利用に関して（前条の場合を含む）損害を被った場合、弊社に

故意・重過失がある場合を除き賠償の責任を負いません。 

 

第１９条（準拠法および管轄） 

会員サービスおよび本会員規約に関する準拠法は日本法とし、会員と弊社の間で訴訟の

必要が生じた場合には、福岡地方裁判所を専属的管轄裁判所とします。 

 

 

付 則  

   (発効) 

① この規約は、昭和６１年１２月５日より発効します 

② 平成７年３月１日   一部改正 

③ 平成９年９月１日   一部改正 

④ 平成１５年９月１日   一部改正 

⑤ 平成１６年１０月１日  一部改正 

⑥ 平成１９年１０月１日  一部改正 

⑦ 平成２０年１０月１日  一部改正 

⑧ 平成２１年７月１日   一部改正 

⑨ 平成２４年７月２日   一部改正 

⑩ 平成２６年４月１日   一部改正 

⑪ 平成２９年５月１日   一部改正 



⑫ 平成３１年２月１日   一部改正 

⑬ 令和２年２月１日   一部改正 

⑭ 令和２年７月１日   一部改正 

⑮ 令和３年２月１５日  一部改正 

⑯ 令和５年７月１日   一部改正 

 


